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権利関係⑦ 
抵当権 

 

○×式確認問題 

【解答・解説】 

 

 

 

１  抵当権設定者は、抵当権者の同意がなければ、土地・建物等、抵当権の目的物を譲渡す

ることができない。 

     抵当権設定者は、抵当権が実行されるまでの間は、目的物を自由に使用・収益することができる  

 

２  ＡがＢに対する債務を担保するために、Ａ所有の甲建物に抵当権を設定した後、Ｃに対

する債務の担保のためにも、甲建物に抵当権を設定した。この場合、Ｃの抵当権設定登記

の方が、Ｂの抵当権設定登記より先であるときは、Ｂが抵当権を実行したとしても、Ｃは

Ｂに優先して弁済を受けることができない。 

   抵当権は、その登記の前後によって優劣が決まるので、先に登記をしたCが優先して弁済を受ける 
ことができる 

 

３  Ａの抵当権設定登記があるＢ所有の建物の賃料債権について、Ｂの一般債権者が差押え

をした場合には、Ａは当該賃料債権に物上代位することはできない。 

       抵当物の賃料債権は差し押さえることで物上代位できる  

 

 ４  Ａが、Ａ所有の甲土地にＢから借り入れた2,000万円の担保として抵当権を設定した。そ 

の後、甲土地上の建物が火災によって焼失してしまったが、当該建物には火災保険金が付

されていた場合には、Ｂは、甲土地の抵当権に基づき、この火災保険金を差し押さえるこ

とによって、当該抵当権の効力を及ぼすことができる。 

     抵当権が設定されているのは土地だけなので、当該土地上の建物が焼失したとしても、その火災
保険金に抵当権の効力を及ぼすことはできない。  

 

５  ＡはＢから2,000万円を借り入れて土地とその上の建物を購入し、Ｂを抵当権者として

当該土地及び建物に2,000万円を被担保債権とする抵当権を設定し、登記した。この場合に

おいて、Ｂの抵当権設定登記後にＡがＣに対して当該建物を賃貸し、当該建物をＣが使用

している状態で抵当権が実行され、当該建物が競売されたときは、Ｃは競落人に対して、

１年間、明渡しの猶予を主張することができる。 

    明渡し猶予期間は、６カ月間である  

 

 

 ６  土地及びその上に存する建物が同一の所有者に属する場合、土地に対する抵当権設定当

時、建物については登記がなされていなかったときは、法定地上権は成立しない。 

     登記の有無に関係なく、抵当権設定当時、土地とその上に建物が存在し、同一所有者であれば、  
       法定地上権は成立する  
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７  ＡはＢから借金をし、Ｂの債権を担保するために、Ａ所有の土地及びその上に存在する 

土地に抵当権を設定した。その後、当該抵当権の実行により、Ｃが当該建物、Ｄが当該土

地を買い受けた場合、ＤはＣに対して、当該土地の明渡しを請求することはできる。 

   抵当権設定当時、土地の上に建物があり、同一所有であり、競売の結果別所有になっているので、  
法定地上権が成立する要件がそろっているので、ＤはＣに明渡し請求はできない  

 

 ８  更地に抵当権を設定した後、その土地上に建物が築造されたときは、抵当権者は土地と

建物を一括して競売することができるが、優先的に弁済を受けることができるのは、土地

の代価からであり、建物の代価については、土地の代価だけでは弁済が不足している場合

についてだけ、弁済を受けることができる。 

     建物には抵当権が設定されていないため、土地の代価で弁済が不足していても、建物の代価から
は弁済を受けることはできない  

 

 ９  抵当権が設定されている土地を買い受けた者は、債務者でもある抵当権設定者の意思に

反しても弁済することができるが、その場合には、弁済額の償還を抵当権設定者に請求で

きない。被担保債権の肩代わり返済となるので、当然に弁済額の償還を債務者に請求できる  

 

10  ＡがＢに対する債務を担保するために、Ａ所有の更地である甲土地に抵当権を設定した

後、甲土地上にＡの乙建物が築造されたとき、Ｂは甲土地と乙建物を一括して競売するこ

とができ、また、甲土地と乙土地の競落人は同一人でなくてもよい。 

    土地と建物の権利が別々にならないための手段であるから、同一人が競落してくれなければ、   
一括競売の意味がない  

      

 


